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深海底鉱物資源（1）

JOGMECの深海底鉱物資源調査への取り組み

金属資源技術グループ深海底技術チーム　チームリーダー　
hishida-hajime@jogmec.go.jp 菱田　元

はじめに
深海底には、ニッケル、銅、コバルト、マンガンを含むマンガン団塊やコバルト・リッチ・クラス

ト鉱床、銅、鉛、亜鉛、金、銀に富む海底熱水鉱床が眠っており、これらは地球上に残された最大の

未開発鉱物資源とされている。これらの深海底鉱物資源は、陸上資源に比べてレアメタルの含有量が

高く、量的にも極めて膨大に存在し、また、産出国の政治情勢に左右されやすい陸上資源に比べて、

国連海洋法条約の下で安定的な供給が可能な資源と位置付けられている。コバルトやニッケルといっ

たレアメタルはハイテク材料として我が国産業社会の発展に不可欠な基礎資源であり、その需要は今

後とも急速に増大する見込みである。一方、その供給のほとんど全量を輸入に依存し、生産は特定少

数国に偏っているなど、我が国への供給構造は極めて脆弱である。それ故、深海底鉱物資源の探査・

開発の積極的な推進は、我が国にとって安定供給確保の観点から国家的課題とされてきた。

JOGMEC（金属資源技術グループ深海底技術チーム）は金属鉱業事業団時代より深海底鉱物資源の

調査を行っている（図１）。深海底鉱物資源の調査は全て探査船からの遠隔操作に頼らなければなら

ず、海底地形図作成や試料採取位置は精度に限界がある。また、調査対象である深海底鉱物資源の産

状は、マンガン団塊、海底熱水鉱床、コバルト・リッチ・クラスト鉱床で、それぞれ大きく異なって

いる。このため、対象に応じて新たな機器を導入し、試行錯誤を繰り返しながら探査手法を開発し調

査を進めてきた。本シリーズは、深海底鉱物資源についての各テーマについて６回にわたり紹介する

ものであるが、第１回目では、これまでの JOGMEC の深海底鉱物資源調査への取り組みについて紹

介する。

JOGMEC作成 

海底熱水鉱床調査 
伊豆・小笠原海域 
（平成12年度～） 

海底熱水鉱床調査 
沖縄トラフ海域 
（平成7～11年度） 

マンガン団塊 
採鉱環境影響調査 
（平成元～8年度） 

海底熱水鉱床調査 
東太平洋海膨 
（昭和60～平成6年度） 

マンガン団塊調査 
ハワイ南東方沖 
（昭和50～平成8年度） 

JA海域 
JB海域 

N45° 

N30° 

N15° 

E150° E165° E180° E150° E165° W165W165° W150W150° W135W135° W165° W150° W135° W120° W105° E180° 

海洋生態系環境影響予測調査 
（平成9～14年度） 

コバルト・リッチ・クラスト鉱床調査 
（昭和62年度～） 

E135° E135° 

図 1 深海底鉱物資源賦存状況調査海域図
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1. マンガン団塊
1‐1. 経緯
マンガン団塊は、英国の海洋調査船チャレン

ジャー号の航海で 1983 年に大西洋で発見され

たのが最初であるが、その後の各国の調査で太

平洋やインド洋の水深 4,000 ～ 6,000m の深海底

表層に広く分布することが分かった（図２、写

真１）。直径数～十数 cm の球状～楕円状を呈

し、火山岩や石灰岩を核としてその周りに黒色

のマンガン酸化物や鉄酸化物が年輪状に層を形

成する。銅、ニッケル、コバルトの品位が高く、

1960 ～ 1970 年

代にこれらの金

属に米国などの

先進国が注目し

た （ 表 １ ）。

Archer（1976）

による推定資源

量は、マンガン

1,260 億 t、ニッ

ケル 56 億 t、銅 46 億 t、コバルト 11.5 億 t と

膨大である。

マンガン団塊分布域 マンガンクラスト分布域 経済水域 
JOGMEC作成 

写真 1 マンガン団塊

図 2  マンガン団塊・マンガンクラスト分布図

表1  深海底鉱物資源に含まれる主な有価金属 

深海底鉱物資源の種類 

含まれる有価金属 
（品位は概略） 

マンガン団塊 

Mn 
Cu 
Ni 
Co

28.8％ 
1.0％ 
1.3％ 
0.3％ 

海底熱水鉱床 

Cu 
Pb 
Zn 
Au, Ag

1～3％ 
0.1～5％ 
30～55％ 

コバルト・リッチ・ 
クラスト鉱床 

Mn 
Cu 
Ni 
Co 
Pt

24.7％ 
0.1％ 
0.5％ 
0.9％ 
0.5ppm

JOGMEC作成 

出典： JOGMEC



国連総会における「深海底鉱物資源は人類共

通の財産である」との宣言は 1967 年（昭和 42

年）であるが、その後の国連海洋法条約の採択

に向けて先進各国はマンガン団塊の調査を活発

化させた。米国では 1960 年代より連邦政府、

大学、海洋研究所が調査を行い、これらのデー

タを引き継いだ形で、1970 年代に複数の国際コ

ンソーシアム（米国企業を中心とした）が探査

と採鉱実験を行った。ドイツ、フランス、英国、

ロシアも次々と調査を行った。これら世界の動

きに対応し、我が国も 1974 年（昭和 49 年）に

JOGMEC の前身である金属鉱業事業団が地質

調査船「白嶺丸」を建造し、1975 年度（昭和

50 年度）からマンガン団塊の賦存状況調査を開

始した。

1‐2. 賦存状況調査及び自主探鉱
マンガン団塊の賦存状況調査は、金属鉱業

事業団が通産省から委託を受けて実施する形

をとった。賦存状況調査は、ハワイ南東方沖

のクラリオン断裂帯とクリッパートン断裂帯

に挟まれた範囲が「マンガン銀座」と呼ばれ

るマンガン団塊の高密度分布域であることか

ら、この海域（公海 2,846,000km2）を対象と

して、西から東に順に調査範囲を設定し、順

次実施された。昭和 50 ～ 55 年度までは、マ

ンガン団塊の概略賦存把握と有望海域の選定

（1 次概査）を目的に白嶺丸を用いて広域探査

を実施した。この結果選定されたマンガン団

塊の濃集海域を対象に、昭和 56 ～ 61 年度、

深海底鉱物資源探査専用船「第 2 白嶺丸」（昭

和 55 年就航）を用いたサンプリングを主体と

する詳細調査（2 次概査）及びマンガン団塊賦

存の連続性の確認と規模の概略把握を目的と

した調査（3 次概査）を実施した。

昭和 55 年には、探査開発の推進母体となる

深海資源開発株式会社（DORD）が金属鉱業事

業団と鉱山会社など民間企業の出資により設立

され、同社は昭和 58 年度から自主探鉱を開始

した。官民による本格的な探鉱の結果、昭和 62

年、我が国は国連海洋法条約の下、ハワイ南東

方沖に東鉱区と西鉱区合わせて 75,000km2 のマ

ンガン団塊鉱区を暫定取得した（登録主体は

DORD）。昭和 62 年度以降 DORD は、この取

得鉱区を対象に地形やマンガン団塊分布の連続

性把握の精度を向上させるための調査を実施し

た。平成 4 年度からは、地形及び賦存状況の変

化に富んだ西鉱区内の特定海域（4,600km2）を

対象に種々のデータ収集を行い、地形特性・分

布傾向等を考慮した効率的な音響探査機器によ

る探査手法・サンプリング手法等について検討

を重ねた。

平成 8 年度にマンガン団塊の調査を終了し、

DORDは取得鉱区における探査のための業務計

画を策定し、平成 9 年に国際海底機構からこの

計画の承認を受けた。平成 13 年には DORD と

国際海底機構との間で取得鉱区内における 15

年間の探査契約が締結され、現在に至っている。

1‐3. 採鉱、製錬、環境影響調査
マンガン団塊の採鉱については、工業技術院

が大型工業技術研究開発制度（通称「大プロ」、

後に産業科学技術研究開発制度に改称）の下で、

昭和 56 ～平成 9 年度の間に総額 170 億円で研

究開発を実施した。集鉱システム、揚鉱システ

ム等の要素技術の開発を行い、その成果を元に

実験システムの詳細設計・製作を行い、実海域

における採鉱実験を始め４つの実証実験を実施

した（猪熊他、1996）。

マンガン団塊の製錬技術については、1970 年

代に海外において活発に研究がなされ、米国系

コンソーシアム等が多くの製錬方法を提案し

た。我が国は平成元（1989）～ 7年度（1995 年

度）に金属鉱業事業団が通産省からの委託を受

けて技術開発を実施し、既に海外で提案されて

いた５つの方法を比較検討して熔錬硫化硫酸浸

出法を選定し、これを改良した熔錬硫化塩素浸

出法が最適プロセスであるとの結論を得ている

（小島、1996）。

マンガン団塊の採鉱に伴い周辺環境にどの程

度の影響を及ぼすかを調べる環境影響調査は、

通産省からの委託を受けた金属鉱業事業団が資

源環境研究所（産総研）や NOAA（米国商務

省海洋大気局）と共同で平成元～ 8 年度に実施

した。ハワイ南東海域の賦存状況調査を実施し

た範囲内に実験サイトを設け、深海底で人為的

に攪乱を発生させ、その影響と回復状況をモニ

ターした。データ解析とシミュレーション手法

を確立し、攪乱された物質が再堆積した広がり

と厚さについてのデータが蓄積された。生態系
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モデルを組み込んだシミュレーションも実施し

た。環境影響調査は平成 5 ～ 9 年度、平成 10

～ 14 年度にも実施されている。

2. 海底熱水鉱床
2‐1. 経緯
海底熱水鉱床は、1960 年代の紅海での重金属

泥の発見の後、1974 年の大西洋中央海嶺、1979

年の東太平洋海膨での発見が続き、1981 年のガ

ラパゴス拡大軸における巨大鉱床の発見で第２の

深海底鉱物資源として注目された。水深 1,500 ～

3,000mの海底拡大軸や背孤海盆に分布し（図３、

写真２）、金・銀に富む銅・鉛・亜鉛の硫化鉱物

から成る（表１）。

地質学的には東北

日本の北鹿地域な

どに分布する黒鉱

鉱床と類似の成因

を有すると考えら

れている（藤岡、

1983）。

金属鉱業事業団は経済産業省の委託を受け、

昭和 60 年度（1985 年度）からメキシコ沖の東

太平洋海膨海域（公海）、沖縄トラフ海域（排

他的経済水域：以下 EEZ）、伊豆・小笠原海域

（EEZ）の 3 海域で賦存状況調査を実施した。

海底熱水鉱床はマンガン団塊と全く異なる産状

を呈し、当初は鉱床生成のメカニズムもほとん

ど明らかになっていなかったため、探査技術の

確立を図りながら賦存状況調査を進めた。その

後、EEZ内の調査より公海上のコバルト・リッ

チ・クラスト鉱床（後述）の調査を優先すると

の方針が出され、平成 15 年度に 19 年間の調査

を終了した。

海底熱水鉱床の採鉱についての技術開発は、

我が国では未実施である。選鉱・製錬につい

ては、海底熱水鉱床の鉱物組成が黒鉱鉱床と

類似であることから、採鉱後に付着している

塩分を除去すれば黒鉱鉱床と同様の選鉱・製

錬工程で処理可能であるとの予測があるが、

海底熱水鉱床そのものを対象とした技術開発

は未実施である。

2‐2. 賦存状況調査
（１）東太平洋海膨海域（昭和 60 ～平成 6年度）

昭和 60 年度からの 10 年間を、第１期調査

（昭和 60 ～ 63 年度）、第２期調査（平成元～ 3

年度）、第３期調査（平成 4 ～ 6 年度）に分け、

東太平洋海膨を 14°N か

ら 8°N にかけて各期 2°

刻みに調査するという基

本計画に沿って調査を進

めた。概査により熱水活

動や鉱徴・鉱床が認めら

れた海山や海嶺中軸谷

（水深 2,000 ～ 3,000m）に

ついて、その翌年度に詳

細な調査を実施した（村

山他、1996）。

第１期調査は 11°30′N

～ 14 °N の範囲において

予察調査及び 1 次～ 3 次

概査を実施し、音響探査、

磁気探査、電気伝導度・

水温・水圧測定（CTD）

調査、岩石・海水の採取、

海底観察により多くのマウンド、チムニーをな

す熱水鉱床、中軸谷で 10km 続く熱水鉱床密集

域を確認した。第２期調査では 11°30′N 付近

の中軸谷で小規模ながら 25 か所で鉱床・鉱徴

を発見し、11°30′N 付近の 5 海山で有望な鉱

化帯及び熱水性沈殿物を発見した。第３期調査
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写真 2 海底熱水鉱床

代表的な海底熱水鉱床 

 
#

経済水域 JOGMEC作成 

図 3  海底熱水鉱床分布図

出典： JOGMEC



は 8°N～ 12°N の範囲で実施し、１海山で既知

鉱床の連続性の確認、1 海山で鉱床の有無の確

認を行った。10°N 付近で東西に延びるクリッ

パートン断裂帯及びその南北の熱水活動確認箇

所で鉱床賦存を把握した。10°N 付近の複数の

海山では熱水性沈殿物及び水温異常を確認した。

（２）沖縄トラフ海域（平成 7～ 11 年度）

1 次概査で海底地形調査と磁気調査による広

域マッピングを行い、２次概査では１次概査

で選定した有望海域に対してサイドスキャン

ソナーによる詳細な海底地形・地質調査、テ

レビカメラによる海底観察、熱水活動の徴候

を検出するための海水調査、底質サンプリン

グを実施した。その結果、（a）拡大軸と古い

構造が交差する裂罅部、（b）拡大軸―トランス

フォーム断層の接合点付近、（c）古い火山活

動の高まりにある新しい裂罅によるクレータ

ー、（d）クレーターを持つ火山フロント付近

の海山、といった地質構造に熱水活動が存在

する可能性が指摘された。

伊平屋小海嶺、伊是名海穴、南奄美西海丘、

伊平屋海凹北方海丘の４か所における底質サ

ンプリングにより鉱化を確認した。伊是名海

穴では新鉱床を発見し（Hakurei site）、南奄

美西海丘では鉱化帯の広がりを把握した（原

口、2006）。

（３）伊豆・小笠原海域（平成 12 ～ 15 年度）

沖縄トラフ海域での調査結果を踏まえ、伊

豆・小笠原海域では、明神海丘カルデラ他の既

知熱水活動域を対象とした「重点調査」と、未

調査域を対象とした「広域調査」の２段階のス

テージで調査を実施した。

第１ステージの「重点調査」では、①鉱徴

の概略規模の把握、②既知鉱徴の基礎的評価、

③鉱床生成モデルの構築、④最適探査手法の

策定、などを目的として、第２白嶺丸に搭載

した各種サンプリング機器類を活用した調査

を実施した。その結果、明神海丘カルデラの

サンライズ鉱床や水曜海山における熱水活動

の詳細、周辺を含めた地形的特徴が明らかと

なった。また、高磁性体や磁気リニアメント

など、火山岩分布や火成活動に関連する裂罅

系の詳細が把握された。

第２ステージの「広域調査」では、以下の５

つの手法により有望箇所の絞り込みを行った。

①音響調査：マルチナロービーム、SBP を用い

た海底地形の特徴把握。リニアメントとカル

デラ地形との交差部分に注目。

②磁気調査：火山岩の分布・火成作用に関連す

る裂罅系の抽出。高磁性体と重複するカルデ

ラ地形に注目。

③底質サンプリング：硫化鉱物の存在や重金属

の地化学異常域を抽出し、鉱化作用の徴候を

把握。

④海底観察：ファインダー付深海カメラ、電

気伝導度・水温・水圧測定システム（CTD）

により熱水活動や鉱徴地の確認、鉱床規模

の把握。

⑤鉱床サンプリング：パワーグラブやボーリン

グによるサンプリングにより、鉱徴・鉱床の

特徴・概略規模の把握。

この調査の流れに沿いベヨネーズ海丘（房総

半島の南方350km）を探査第１ターゲットとして

選定し、カルデラ内壁の南東部分を有望エリアと

して調査した結果、新たな鉱床（白嶺鉱床）を発

見した。チムニーを含む約 1.8 t の多金属硫化物

（Cu 1.14％、Pb 5.57％、Zn 35.03％、Au 24.1g/t、

Ag 1,275g/t）を採取した（塩川他、2004）。

3. コバルト・リッチ・クラスト鉱床
3‐1. 経緯
マンガン・クラストはマンガン団塊と類似の鉱

物組成・化学組成を示し、大洋の水深 800 ～

2,400m の海山斜面や頂部に賦存する。マンガ

ン・鉄酸化物が海山の基盤岩の上を皮殻状に覆っ

ている点において、マンガン団塊と大きく産状が

異なる（図２、写真３）。1981 年に中部太平洋ラ

イン諸島におい

て、米国・旧西

ドイツの合同調

査団が高品位の

コバルト（マン

ガン団塊のコバ

ルト品位の約３

倍）を含むマン

ガン・クラスト

を発見し、これをコバルト・リッチ・クラスト鉱

床と呼ぶようになった。1970年代末のザイール・
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写真 3 コバルト・リッチ・クラスト鉱床
出典： JOGMEC



シャバ紛争を契機とした世界的なコバルト需要の

混乱・価格の高騰を背景に、米国や他の先進国が

第３の深海底鉱物資源として注目し、調査を開始

した。コバルトの他に白金品位の高いことが注目

されている（表１）。

3‐2. 賦存状況調査
金属鉱業事業団は経済産業省の委託を受け、

昭和 62 年度に南鳥島―ウェーク島海域の公海

（JA 海域）において、昭和 63 年度にウェーク

島―ジョンストン島海域の公海（JB 海域）にお

いて予察調査を開始し、コバルト・リッチ・ク

ラスト鉱床の賦存を確認した。平成元年度から

これらの海域において地形・地質構造の特徴把

握、概略賦存状況確認、生成環境要因の把握な

どを目的とした調査を実施している。平成３年

度にマルチビーム・エコー・サウンダーを第２

白嶺丸に搭載した結果、より精密で効率的な海

底地形図作成が可能となり、また、受信音圧の

解析から露岩域（鉱床賦存期待域）と未固結堆

積物存在域を区分することも可能となった。

1998 年（平成 10 年）にロシアは、海底熱水

鉱床およびコバルト・リッチ・クラスト鉱床の

探査に関するマイニングコード（鉱業規則）の

採択を国際海底機構に対して公式に要請し、審

議が開始された。これを受け、鉱区取得申請の

対象として優先順位の高い海山を選ぶために、

第２白嶺丸に搭載した深海用ボーリングマシン

による調査を平成 13年度から実施した。鉱床の

厚さや品位の確認、概略的な鉱床規模の把握を

行い、平成 16年度にはこれらのデータを基に調

査対象海山の中から有望海山を選定した。また、

JA 海域と隣接する南鳥島周辺海域（EEZ 内）

の海山にもコバルト・リッチ・クラスト鉱床が

賦存することから、併せてEEZ内でも調査を行

っている。平成 8 年度より第２白嶺丸に搭載さ

れている深海用ボーリングマシン・システムは、

海底面にマシン本体を着座させ、電力・光ファ

イバー複合ケーブルを介して船上から操作する

ことにより、コア径 36.4mmでコア長 20mまで

の掘削が可能である（松田他、2004）。

3‐3. 選鉱・製錬
コバルト・リッチ・クラスト鉱床の選鉱・製

錬についての技術開発は、平成 15 年度より民

間企業への委託及び大学との共同研究の形で実

施している。選鉱については、採鉱段階でクラ

スト鉱床と共に母岩の基盤岩も同時に採掘され

ることが想定されるため、クラスト鉱床と基盤

岩の分離に主眼を置いた研究を実施している。

製錬については、マンガン団塊で最適プロセス

と判断された熔錬硫化塩素浸出法を取り上げ、

これがコバルト・リッチ・クラスト鉱床に対し

適用可能か否かについての研究を行っている。

また、バクテリアを用いた湿式製錬技術の研究

開発も行っている。選鉱過程で基盤岩を完全に

分離除去することは不可能なので、基盤岩混入

が製錬にどのような影響を与えるかについての

検討も開始した。

4. SOPAC調査
4‐1. 経緯
SOPAC とは South Pacific Applied Geoscience

Committee（南太平洋応用地球科学委員会）の

略で、南太平洋の発展途上国 12 か国が加盟し

ている。SOPAC 調査はこの委員会からの要請

に基づき、我が国の技術協力の一環として

JOGMEC が国際協力機構（JICA）の委託を受

け昭和 60 年度（1985 年度）から実施してきた。

南太平洋の SOPAC 加盟国の排他的経済水域

（EEZ）において深海底鉱物資源（マンガン団

塊、海底熱水鉱床、コバルト・リッチ・クラス

ト鉱床）の賦存状況調査を行い、その成果を

SOPAC 加盟国の持続的発展に寄与させること

を目的としている（図４）。第２白嶺丸による

洋上調査を 21 年間継続し、平成 17 年度（2005

年度）をもって終了した。
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4‐2. 賦存状況調査
SOPAC 調査は第Ⅰ期（昭和 60 ～平成 11 年

度）と第Ⅱ期（平成 12 ～ 17 年度）に調査ステ

ージを分け、第Ⅰ期では加盟 12 か国の EEZ の

概略資源ポテンシャル把握を行い、第Ⅱ期では

第Ⅰ期で抽出された有望海域における概略資源

量把握と環境ベースライン調査を行った。調査

成果を深海底鉱物資源タイプ別にまとめると以

下のとおりである（Okamoto, 2005）。

（１）マンガン団塊

クック諸島、キリバス、ツバル、サモアの

４か国の EEZ においてサンプリング調査を行

った結果、クック諸島海域において 1m2 当た

り 25kg 以上のマンガン団塊高密度分布域を確

認した。このマンガン団塊はコバルト品位が

通常の約 2 倍であることも判明した。この結

果を踏まえポリゴン法による概略資源量の計

算を実施し、8,000km2 のマンガン団塊高密度

分布域に約２億 t のマンガン団塊が分布し、

金属量で 97 万 t のコバルトを含有することが

見積もられた。

（２）海底熱水鉱床

PNG、ソロモン諸島、バヌアツ、トンガ、

フィジーの５か国の EEZ において、海洋底拡

大軸付近を中心に調査し、海底観察による熱

水活動の把握やサンプリングを行った。ソロ

モン、バヌアツ、フィジーの海域で海底熱水

鉱床の賦存を確認し、フィジー海域では深海

用ボーリングマシンによるサンプリングで厚

さ 7m 以上の金属硫化物のマウンドを確認し

た。概略資源量は金属硫化物量として約 50 万

t と見積もられた。

（３）コバルト・リッチ・クラスト鉱床

キリバス、ツバル、サモア、マーシャル諸島、

ミクロネシア連邦の 5 か国の EEZ で調査を実

施し、コバルト・リッチ・クラスト鉱床の賦存

状況を把握するとともに、マーシャル諸島、キ

リバス、ミクロネシア連邦でクラストの発達が

顕著な海域を抽出した。マーシャル諸島の東部

海域の有望３海山については、深海ボーリング

マシンを用いたクラスト層厚の精密な把握に努

め、概略クラスト資源量は約 3 億 t、コバルト

含有量は約 150 万 t、ニッケル含有量は約 130

万 t と算定された。

4‐3. 環境ベースライン調査、技術移転等
第Ⅱ期ステージでは、将来の開発に向けての
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出典：South Pacific Region Maritime Limits Map（SOPAC/FAA、1995） 

図 4  SOPAC調査海域図



環境ベースラインデータの取得にも努めた。主

として、海底の堆積物中に生息する微生物など

を把握するため、マルチプルコアラ（MC：堆

積物を乱さず採取する特殊サンプリング機器）

を用いた調査を行い、クック、フィジー、マー

シャル諸島、キリバス、ニウエ、ミクロネシア

連邦において基礎的なデータを取得した。

SOPAC 調査は南太平洋諸国の技術者への海

洋調査技術の移転も目的としており、毎年度、

調査対象国の技術者を第２白嶺丸の洋上研修

員として受け入れ、調査技術の移転に努めた。

JICA のカウンターパート研修として来日した

技術者と、調査結果についての議論も行って

いる。

SOPAC 年次総会は加盟国の持ち回りで毎年

開催されているが、平成 17 年 9 月のサモア独

立国での総会においては、SOPAC 調査 21 年

間の成果について JOGMEC 及びプロジェクト

に参画した調査者・研究者が報告し、加盟各

国から高い評価を受けた。

5. 大水深基礎調査（大陸棚延伸のため
の調査）

5‐1. 経緯
1982 年（昭和 57 年）に採択された国連海洋

法条約は、「海底の地形・地質が一定条件を満

たす場合、沿岸国は 200 海里を超えた一定の海

底等について、大陸棚の外側の限界を延長させ

ることが可能である」としており、1997 年（平

成 9年）に発足した国連の大陸棚限界委員会は、

大陸棚の限界延長の指針としての「科学的・技

術的ガイドライン」を 1999 年（平成 11 年）5

月に制定した。大陸棚延伸を希望する各国は、

大陸棚延伸に関する科学的な証拠資料を 2009

年（平成 21 年）5月までに大陸棚限界委員会に

申請し、同委員会の勧告を受けることにより大

陸棚延伸が認められることになっている。

これを受け、我が国では 2002 年（平成 14 年）

6 月に、海上保安庁、文部科学省、経済産業省

の３省庁が連携して大陸棚延伸のための調査を

推進することが決まり、各々次の役割分担で日

本周辺海域において調査をすることとなった。

・海上保安庁：精密海底地形調査、地殻構造

探査（地震探査屈折法・反射法）

・文部科学省：地殻構造探査（地震探査屈折法）

・経済産業省：基盤岩採取

経済産業省は 1998 年度（平成 10 年度）より、

大陸棚延伸の可能性のある日本周辺海域におけ

る資源ポテンシャル評価、及び大水深域におけ

る資源探査技術の確立を目的として「大水深域

石油資源等探査技術等基礎調査」を開始した。

この事業の中で地質構造調査と基盤岩採取調査

を実施して、大陸棚延伸を申請するために必要

な科学的データを蓄積している。JOGMEC 深

海底技術チームは経済産業省から委託を受け、

基盤岩採取の調査計画立案と洋上調査の監督、

及び調査データの検討・取りまとめを行ってい

る。第２白嶺丸を用いた基盤岩採取の洋上調査

は、DORDが経済産業省から委託を受け実施し

ている。

5‐2. 基盤岩採取調査
日本周辺海域で大陸棚延伸の可能性のある海

域は、三陸沖（海溝海側斜面海山域）、南鳥島

周辺域、小笠原海台域、四国海盆域、南硫黄島

海脚域、沖縄海膨域、九州―パラオ海嶺域など

であるが、これらの海域で延伸を証明するため

には、その海域での調査の他に排他的経済水域

（EEZ）を含む周辺海域の調査も必要となって

くる（図５）。
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基盤岩採取調査は（i）既存海底地形図から調

査対象範囲の選定、（ii）音響調査による海底地

形図と音圧図の作成、（iii）掘削地点の選定、

（iv）ボーリング調査（テレビ画像による掘削地

点観察、掘削、コア採取・記載・各種室内分析）、

（v）結果のまとめと解釈、の流れで作業を実施

している。第 2 白嶺丸に搭載した深海用ボーリ

ングマシンを用い、平成 16 ～ 19 年度（2004 ～

2007 年度）の４年間で実施する計画である。

これまでに、

・九州―パラオ海嶺に沿った連続的な原位置

基盤岩情報を取得

・沖大東海嶺・沖縄海膨から、初めて多くの

原位置基盤岩情報を取得

・奄美海台・大東海嶺・四国海盆などの基盤岩

データ等、日本南方海域の地質構造発達史を

明らかにする上で重要な地質情報の取得

などの成果を上げている。これらは、JOG-
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出典：海上保安庁参考 国土面積：約37万km2

領海（含む内水）：約43万km2

接続水域：約32万km2

排他的経済水域：約405万km2

図 5  大陸棚延伸海域図
（オレンジ色が大陸棚延伸が期待できる範囲）



MEC、洋上調査を担当する DORD、第２白嶺

丸を運航する海洋技術開発株式会社、そして

JOGMEC との共同研究を実施している大水深

基礎調査検討委員会委員らの共同作業の上に成

り立っている。

大水深基礎調査は、基盤岩採取調査と併行し

て日本近海の資源ポテンシャルを把握すること

も目的の一つとなっている。深海用ボーリング

マシンで採取されたマンガンクラスト等の深海

底鉱物資源のデータも蓄積している。我が国

EEZ 内及び将来 EEZ となる可能性のある海域

における鉱物資源ポテンシャルについて把握し

ておくことは重要である。

（2006.5.1）
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